
（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

予算
の状
況

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

令和３年度の土地分類調
査及び水調査の閲覧・利用
数を300千件

土地分類調査及び水調査
の閲覧・利用件数

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省国土政策局調べ（令和２年４月）

目標値 千件 206 246 266 - 300

達成度 ％ 119 112 112 - -

計 70 70

中間目標 目標最終年度

年度 3 年度

成果実績 千件 246 276 297 - -

歳出予算目 2年度当初予算 3年度要求 主な増減理由

測量庁費 69 69

職員旅費 1 1

執行額 46 44 43

執行率（％） 98% 100% 98%

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

98% 100% 98%

翌年度へ繰越し - - - -

予備費等 - - - -

計 47 44 44 70 70

当初予算 47 44 44 70 70

補正予算 - - - -

前年度から繰越し - - - - -

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国土調査法　第二条　第一項
国土調査促進特別措置法　第三条　第一項

関係する
計画、通知等

国土調査事業十箇年計画（第7次）（令和2年5月26日閣議決
定）
国土調査事業十箇年計画（第6次）（平成22年5月25日閣議
決定）
国土形成計画（全国計画）（平成27年8月14日閣議決定）
地理空間情報活用推進基本計画（平成29年3月24日閣議決
定）
気候変動の影響への適応計画（平成27年11月27日閣議決

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

土地本来の自然条件や土地の改変状況,、災害履歴等の把握を目的とした土地分類基本調査及び地下水等の実態把握を目的とした水基本調査を実施す
ることにより、国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資することを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

人口集中地区及びその周辺を対象として、土地本来の自然条件、過去に行われた地形の人工改変の履歴及び過去の災害発生の履歴等を調査する土地
分類基本調査（土地履歴調査）を実施し、地図及び説明書等にとりまとめてホームページにおいて公開する。また、国土を構成する重要な要素である地下
水の実態把握を目的として、全国の深井戸に関する情報を収集・データ化して集約した「全国深井戸台帳」を整備し、ホームページにおいて公開する。

実施方法 委託・請負

平成29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度要求

事業番号 0397
令和2年度行政事業レビューシート 国土交通省

事業名 土地分類及び水に係る基本調査に関する経費 担当部局庁 国土政策局 作成責任者

事業開始年度 昭和２６年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室 総合計画課 藤田　昌邦
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入
の
必
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性

企画競争を実施し、有識者による企画競争委員会における
審議を経て委託先を選定している。

政
策
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計
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の
関
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単位 元年度 2年度

目標値
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一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位 元年度 2年度
計画開始時 中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

測定指標は、国土調査事業十箇年計画において設定された目標値に対する土地分類基本調査（土地履歴調査）を実施した面積の割合である。第6
次計画（平成22年5月25日閣議決定、計画期間平成22年度～令和元年度）では、目標値18,000㎢、第7次計画（令和2年5月26日閣議決定、計画期間
令和2年度～令和11年度）では、新たに目標値20,000㎢が加わり、合計38,000㎢に対する実施割合を記す。面積割合の増加により、国土調査の一層
の推進に寄与する。

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

126 土地分類基本調査（土地履歴調査）を実施した面
積

目標値 ％ - - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット） 当該年度に土地分類基本調査（土地履歴調査）を実施
した面積

活動指標及び
活動実績

（アウトプット） 当該年度に水基本調査（地下水調査）を実施した深井
戸件数

単位当たり
コスト 土地履歴調査に係る支出額/実施面積

単位当たり
コスト 地下水調査に係る支出額/実施件数

算出根拠

算出根拠

活動指標

活動指標

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

東日本大震災以降の国民の土地の安全性に対する意識・関
心の高まりや水資源の保護、保全の動きの高まりを踏まえ
て、土地履歴の把握、地下水の実態把握を目的として事業を
実施している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資すること
を目的としており、国の関与が必要である。引き続き第7次国
土調査事業十箇年計画においても国が実施する事業として
位置づけられている。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
国土調査事業十箇年計画に基づき、緊急に情報を整備する
必要性が高い地域を対象に事業を実施する。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

達成度 ％

計画開始時 中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

達成度 ％

取組
事項

分野：

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

- 100

政策 9　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

施策 34　地籍の整備等の国土調査を推進する

中間目標 目標年度

年度 11 年度

実績値 ％ 44 45 47 - -

単位 平成29年度 30年度 令和元年度 2年度活動見込

単位当たり
コスト 千円/件 6 6 6 7

計算式 百万/件 2.6/456 2.6/429 2.6/407 2.6/400

単位 平成29年度 30年度 令和元年度 2年度活動見込

単位当たり
コスト 千円/k㎡ 46 65 36 31

計算式 百万円
/k㎡ 35/763 35/540 33/919 66/2110

単位 平成29年度 30年度 令和元年度
2年度

活動見込
3年度

活動見込

活動実績 件 456 429 407 - -

当初見込み 件 450 450 420 400 -

単位 平成29年度 30年度 令和元年度
2年度

活動見込
3年度

活動見込

活動実績 ｋ㎡ 763 540 919 - -

当初見込み ｋ㎡ 763 533 900 2,110 -
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点検結果

・土地分類基本調査は、第6次国土調査事業十箇年計画において設定された目標値（18,000k㎡）を達成した。令和2年度からの第７次国土調査
事業十箇年計画において設定された目標値（20,000k㎡）の達成に向け、引き続き効率的・効果的に調査を実施する。
・水基本調査は、新規に掘削された深井戸の情報等を対象に適切に情報の更新を行った。
・本事業の成果物については、ホームページにおいて公開し広く一般に提供している。

改善の
方向性

・近年の自然災害の頻発化、激甚化による土地の災害リスクに対する関心の高まりを受けて、土地本来の自然条件や土地の改変状況、災害
履歴等の調査成果については、各種分析等が可能なGISデータとして整備し、引き続ホームページにおいて提供することにより、土地の災害リ
スクの把握、国土の利用の高度化等に資する。
・業者選定にあたっては、引き続き一般競争入札によるものとし、コスト削減や競争性の確保に努めていく。

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

昨今の自然災害の多頻度化・激甚化による国民の災害リスクに対する関心の高まりを踏まえ、各種データの情報提供のあり方について検討すべ
き。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

執
行
等
改

善 国民の災害リスクに対する関心の高まりを踏まえ、各種データの入手や情報の閲覧が分かり易く簡単に行えるよう情報提供のあり方を検討する。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○ 成果目標の達成に向けて着実に進捗している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
事業実施に当たっては、均一な品質の成果を得ることを目的
に作業要領等を定めて実施している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 活動実績は当初の見込みに見合ったものとなっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

本事業の成果物は、ホームページにおいて公開し、広く一般
に提供しており、閲覧・利用数が着実に増えている。また、地
方公共団体が作成する防災ハザードマップや地下水の利用
計画策定等における基礎資料として広く活用されている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

所管府省名 事業番号 事業名

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
業務内容の見直しを行い、適正なコスト水準を確保してい
る。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○ 業務の履行に必要となる経費に限定されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
一般競争入札の実施によりコスト削減に努めているととも
に、効率的な業務執行を図っている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ‐ -



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成26年度 331、332 平成27年度 344、345 平成28年度 363、364 平成29年度 350

平成30年度 362

平成31年度 国土交通省 0364

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年度 129、130、131 平成23年度 84、86 平成24年度 70、72 平成25年度 341、343

国土交通省

４３百万円
調査に係る事務費

職員旅費 １百万円

国土調査法に係る手続き

作業手順の指示及び業務の監督

関係地方公共団体との連絡調整

【一般競争入札、随意契約】【企画競争、一般競争入札】

A.民間企業

（２社）

９百万円

平成31年度 土地分類基本調査（土地

履歴調査）に関する調査及び検討業務、

B.民間企業

（４社）

３４百万円

平成31年度 地下水の見える化手法に

関する検討業務、平成31年度地下水資

料収集業務



支出先上位１０者リスト

A.

B

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

5
地域開発コンサルタ
ンツ

2011201007211
国土調査成果（5万分の１
地形分類図）GISデータ作
成業務

0.9
随意契約
（少額）

- - -

3 内外地図株式会社 2010001025159
国土調査成果のWebGIS配
信用データ作成業務

1
随意契約
（少額）

- - -

4 内外地図株式会社 2010001025159
国土調査成果のデータ修
正業務

0.8
随意契約
（少額）

- - -

1 株式会社 パスコ 5013201004656
土地分類基本調査（土地履
歴調査）に関する調査及び
検討業務

30
一般競争契約
（最低価格）

1 91％

2
一般社団法人 全国
さく井協会

2010005003136
平成31年度　国土調査成
果等の電子化予備調査（意
向調査）

1
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

4

5

2
一般社団法人 全国
さく井協会

2010005003136
平成31年度　地下水資料
収集業務

3
一般競争契約
（最低価格）

2 89％ -

3

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
アジア航測 株式会
社

6011101000700
平成31年度　地下水の見
える化手法に関する検討
業務

6
随意契約

（企画競争）
1 99％ -

計 6 計 31

A.アジア航測 株式会社 B.株式会社 パスコ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

業務原価等 直接人件費等業務原価及び一般管理費 6 業務原価等 直接人件費等業務原価及び一般管理費 31



（ ）

事業番号 0398
令和2年度行政事業レビューシート 国土交通省

事業名 地籍調査 担当部局庁 不動産・建設経済局 作成責任者

事業開始年度 昭和26年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室 地籍整備課 課長　佐々木明徳

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国土調査法第２条第１項

関係する
計画、通知等

国土調査事業十箇年計画（R2.5.26閣議決定）

主要政策・施策 国土強靱化施策 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

正確な土地境界情報は、個々の土地取引だけでなく、社会資本整備や防災対策、都市開発等を推進するためにも必要不可欠な情報であるが、国土の約半
分にあたる地域では、明治時代に作成された公図しか登記所に存在せず、土地境界が不明確な状態となっている。このため、本事業では、全国における地
籍調査を推進し、正確な地図を作成・提供することで、社会資本整備の円滑化や大規模災害に備えた事前防災対策の推進、被災後の復旧・復興の迅速
化、民間都市開発の推進等に貢献することを目的としている。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

地籍調査とは、国土調査法に基づき、一筆毎の土地について、所有者、地目、地番を調査するとともに、境界の測量、面積の測定を行い、その結果を、地
図（地籍図）及び簿冊（地籍簿）にまとめるものである。地籍調査の実施主体は地方公共団体等（主に市町村）であるが、地籍調査に係る経費の一部につい
ては国が負担することと定められていることから、都道府県に対し、地籍調査費負担金等を交付し、市町村等による地籍調査を推進している。近年、地籍調
査の必要性は高まっており、早期の地籍調査の実施が求められていることから、国土交通省では、第７次国土調査事業十箇年計画（令和2年5月26日閣議
決定）に基づき、所有者不明等の場合でも調査を進められるような新たな調査手続の活用や、都市部における官民境界の先行的な調査、山村部における
リモートセンシングデータの活用など、地域の特性や技術の進展に応じた効率的な調査手法の導入を図ることにより地籍調査の円滑化・迅速化を進めると
もに、社会資本整備や防災対策、都市開発等の観点から、より必要性・緊急性の高い地域における地籍調査を重点的に支援するなど、効果的な地籍調査
の推進を図っている。

実施方法 負担

平成29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度要求

当初予算 10,800 10,800 12,978 12,047 11,047

補正予算 2,800 2,970 1,900 -

前年度から繰越し 2,782 2,968 3,260 2,318 -

翌年度へ繰越し ▲ 2,968 ▲ 3,260 ▲ 2,318 -

予備費等 - - - -

計 13,414 13,478 15,820 14,365 11,047

執行額 13,373 13,470 15,765

執行率（％） 100% 100% 100%

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

98% 98% 106%

歳出予算目 2年度当初予算 3年度要求 主な増減理由

地籍調査費負担金等 12,047 11,047

- - -

- - -

- - -

- - -

計 12,047 11,047

中間目標 目標最終年度

- 年度 1 年度

成果実績 k㎡ 7,908 8,712 9,713 - 9,713

- - - - 825

達成度 ％ 88 89 89 - -

目標値 k㎡ 16,800 18,900 21,000 - 21,000

達成度 ％ 47 46 46 - 46

中間目標 目標最終年度

- 年度 1 年度

予算
の状
況

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

平成22年度から令和元年
度までの間に土地21,000k
㎡の地籍を明確にする。

各年度までに地籍が明確
化された土地の面積

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

第６次国土調査事業十箇年計画（平成22年5月25日閣議決定）で定められた地籍調査事業量
（地籍調査事業量は、全国土面積データ（国土地理院）や土地区画整理事業量データ（国土交通省都市局）、圃場整備事業量データ（農林水産
省）等を用いて算出）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

令和元年度までに全ての
都市部（ＤＩＤ）を含む825市
区町村が地籍調査に着手
する。

都市部（ＤＩＤ）を含む市区
町村のうち地籍調査に着手
した市区町村数

成果実績 市区町村数 725 731 733 - -

目標値 市区町村数

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

平成27年度国勢調査 人口等基本集計結果（総務省統計局）
地籍調査に着手した市区町村一覧（国土交通省土地・建設産業局調べ（令和2年4月））

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策による臨時・特別の
措置が終了したことによる減

「新型コロナウイルス感染症への対応など緊要な経費」として所要の
要望を行っている



中間目標 目標最終年度

- 年度 1 年度

成果実績 ％ 75 87 99.7 - -

目標値 ％ 80 90 100 - 100

単位 平成29年度 30年度 令和元年度
2年度

活動見込
3年度

活動見込

活動実績 市区町村数 788 784 785 - -

当初見込み 市区町村数 788 789 783 797 -

単位 平成29年度 30年度 令和元年度 2年度活動見込

単位当たり
コスト

百万円/k㎡ 17 17 17 21

計算式 百万円/k㎡ 13,373/809.7 13,470/804.2 15,765/906.7 14,365/663.0

- 57

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

施策 ３４　地籍の整備等の国土調査を推進する

中間目標 目標年度

- 年度 1 年度

実績値 ％ 52 52 52 - 52

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

取組
事項

分野： -

達成度 ％ - - - - -

- -

- -

達成度 ％ - - - - -

計画開始時 中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

成果実績 - - -

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

地籍調査費負担金等の交
付にあたり、平成28年以降
に国が定めた効率的な測
量手法の採用を指導し、市
区町村における採用率を
令和元年度までに100％と
する。

地籍調査における測量作
業を実施した市区町村のう
ち、国が定めた効率的な測
量手法を採用した市区町
村の割合
（効率的な測量手法を導入
済市区町村数/測量作業を
実施した市区町村数）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
市町村等による地籍調査における測量作業の状況（国土交通省土地・建設産業局調べ（令和2年4月））

達成度 ％ 94 97 99.7 - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）
地籍調査費負担金等により地籍調査を実施した市区町
村数

単位当たり
コスト 地籍調査費負担金等の執行額／調査面積

算出根拠

活動指標

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

地籍調査対象面積に対する地籍調査実施地域の面積
の割合

目標値 ％ 55 56 57

地籍調査は国土調査法等に基づいて実施されており、一筆毎の土地の境界、面積等を調査し、その成果を地図及び簿冊に取りまとめるものである。
地籍調査の実施により、一筆毎の地籍（位置、境界、面積、地目等）を明確化できる。その成果は登記所に送付され、登記所の地図として備え付けら
れる。本事業により地籍調査が実施された地域の面積は、定量的指標に反映されており、地籍整備の推進につながっている。
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単位 元年度 2年度

-

計画開始時 中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -
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事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
地籍調査の成果は、社会資本整備の円滑化や民間都市開
発の推進等に貢献するものであり、近年では被災後の復旧・
復興の迅速化の効果や必要性が再認識されている。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
地籍調査は、計画的かつ広域的に国土の基礎情報を整備す
るものであり、土地政策の観点から、国及び地方公共団体が
連携して推進すべきである。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
地籍調査を実施することで、社会資本整備や防災対策、都
市開発等などの政策を円滑に進めることが可能となるため、
政策体系の中で優先度の高い事業といえる。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○ 負担関係は法令に基づいており、妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
毎年度更新される作業歩掛等による積算基準を基に事業が
実施されており、単位当たりコストの水準は妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○

中間段階における指導等事務費は、市町村が実施する事業
に対する指導等に要する経費であり、使途は地籍調査費負
担金交付要綱等に基づき必要な費目に限定して支出されて
おり、合理的なものとなっている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
地籍調査費負担金交付要綱等に基づき、地籍調査の実施に
際して真に必要なものに限定している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
地元住民との調整が当初の予定よりも難航し、年度内の完
了が困難となった地区等を対象に翌年度へ繰越しを行って
おり、妥当である。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
地籍調査の効率化のため、GNSS測量等の新技術の導入を
行うなど、コスト削減に向けて取り組んでいる。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

令和元年度末時点の成果実績について、「平成22年度から
令和元年度までの間に土地21,000k㎡の地籍を明確にする」
という目標に対する達成度は約46％ではあるが、効果的な
地籍調査の推進のため、土地取引の多い都市部での地籍
調査の重点化を進めており、「令和元年度までに全ての都市
部（ＤＩＤ）を含む市町村が地籍調査に着手する」という目標に
対する実績は約89％となっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
民間による境界調査・測量と比較すると、市町村が実施する
地籍調査は政策上重要な地域において計画的かつ広域的
に実施できるため、より効果的である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 活動実績は見込みに見合ったものとなっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
地籍調査の成果は登記所に備え付けられ、社会資本整備や
事前防災対策、被災後の復旧・復興事業、民間都市開発等
に活用されている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

所管府省名 事業番号 事業名

点検結果
地籍調査の成果は、社会資本整備の円滑化、被災後の復旧・復興の迅速化、民間都市開発の推進等に極めて有用であり、単位当たりコスト等
も妥当である。地籍調査は市町村等により着実に実施されているが、成果目標に対して成果実績は遅れている状況であることから、より地籍調
査を促進させるための方策が必要であるほか、より緊急性や必要性の高い地域における地籍調査を優先的に進めるべきである。

改善の
方向性

更なる地籍調査の円滑化・迅速化を図るため、引き続き、政策効果の高い地域における地籍調査の重点化を進めるとともに、一筆地調査の合
理化、民間等の測量成果の活用、空中写真等のリモートセンシングデータの活用等による効率的な調査手法の導入を推進する。

国
費
投
入
の
必
要
性

-

事
業
の
有
効
性

点
検
・
改
善
結
果

事
業
の
効
率
性

関
連
事
業

-



( )

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

「より緊急性や必要性の高い地域における地籍調査を優先的に進める」ための具体的な方策の検討を速やかに行い、推進すべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

執
行
等
改

善
第７次国土調査事業十箇年計画に基づき、社会資本整備や防災対策等の重点分野への更なる重点化を図るとともに、各重点分野においても、事
業の適切性を個別に精査していくことにより、より必要性の高い地域における効率的・効果的な地籍調査の推進を図る。

備考

総務大臣より｢地籍整備の推進に関する政策評価｣の結果に基づく勧告（令和元年12月6日）が行われ、地籍整備の現場で地方公共団体が抱える様々な問題を克
服して、更に取組を進められるよう、法務省と国土交通省や市町村の連携促進などの措置を講じることについて求められたことから、土地基本法等の改正（令和2
年3月27日成立）により不動産登記法の筆界特定制度を地籍調査においても活用できるようにする制度の創設など、法務省との連携を強化するとともに、新たに
国土交通大臣の援助規定を設け、市町村への技術的支援の強化等の措置を講じている。また、第７次国土調査事業十箇年計画（令和2年5月26日閣議決定）に
おいても、地籍調査の迅速かつ効率的な実施を図るための措置の導入について、関係省庁において連携を図りつつ促進するとともに、市町村等への継続的な支
援を実施することとしている。
また、令和２年度財務省予算執行調査において、地籍調査の実施について「地籍調査が効率的にかつ真に必要な地域においてのみ実施されるよう不断に見直す
べき」、社会資本整備と連携した地籍調査の実施について「自治体に対する働きかけを強化すべき」との指摘があったところ。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年度 132 平成23年度 128 平成24年度 128 平成25年度 344

平成26年度 333 平成27年度 346 平成28年度 363 平成29年度 351

平成30年度 361

平成31年度 国土交通省 0365



※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

A.和歌山県 B.日高川町

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

負担金等
市町村が行う地籍調査に要する経費の負
担

1,446 委託料 調査に要する経費 191

負担金等 指導等事務費 5 需用費 消耗品費、印刷製本費、燃料費、修繕費 1

賃金 臨時職員賃金 0

その他 使用料及び賃借料等 1

計 1,451 計 193

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

国土交通省

15,765百万円

A.都道府県（47団体）

15,765百万円

B.市町村等（784団体）

15,720百万円

地籍調査を実施する地方公共団

体への負担金等の交付

市町村等への負担金等の交付、

地籍調査の実施、市町村等への

指導等

地籍調査の実施

うち指導等事務費

45百万円

【補助金等交付】

【補助金等交付】



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 和歌山県 4000020300004
市町村等への負担金等の
交付

1,451 補助金等交付 - - -

2 高知県 5000020390003
市町村等への負担金等の
交付

1,008 補助金等交付 - - -

3 兵庫県 8000020280003
市町村等への負担金等の
交付

771 補助金等交付 - - -

4 徳島県 4000020360007
市町村等への負担金等の
交付

734 補助金等交付 - - -

5 長崎県 4000020420000
市町村等への負担金等の
交付

719 補助金等交付 - - -

6 宮崎県 4000020450006
市町村等への負担金等の
交付

661 補助金等交付 - - -

7 千葉県 4000020120006
市町村等への負担金等の
交付

630 補助金等交付 - - -

8 鳥取県 7000020310000
市町村等への負担金等の
交付

586 補助金等交付 - - -

9 熊本県 7000020430005
市町村等への負担金等の
交付

546 補助金等交付 - - -

10 島根県 1000020320005
市町村等への負担金等の
交付

435 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
日高川町（和歌山
県）

2000020303925 地籍調査の実施 193 補助金等交付 - - －

2

三好市（徳島県） 4000020362085

地籍調査の実施 177 補助金等交付 - - －

3

田辺市（和歌山県） 4000020302066

地籍調査の実施 173 補助金等交付 - - －

4
有田川町（和歌山
県）

5000020303666 地籍調査の実施 172 補助金等交付 - - －

5 那賀町（徳島県） 5000020363685 地籍調査の実施 156 補助金等交付 - - －

6

対馬市（長崎県） 3000020422096

地籍調査の実施 149 補助金等交付 - - －

7

紀の川市（和歌山
県）

4000020302082

地籍調査の実施 148 補助金等交付 - - －

8

串本町（和歌山県） 9000020304280

地籍調査の実施 139 補助金等交付 - - －

9

朝来市（兵庫県） 3000020282251

地籍調査の実施 138 補助金等交付 - - －

10 山都町（熊本県） 6000020434477 地籍調査の実施 121 補助金等交付 - - －

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 -



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

事業量の増に伴う増額
「新型コロナウイルス感染症への対応など緊要な経費の要望額」200

予算
の状
況

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

令和元年度までに都市部
官民境界基本調査又は山
村境界基本調査の成果を
活用し後続の地籍調査に
着手するとしている172市
区町村において地籍調査
に着手する。

都市部官民境界基本調査
又は山村境界基本調査の
成果を活用し、後続の地籍
調査に着手した市区町村
数

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
後続の地籍調査の実施予定（国土交通省土地・建設産業局調べ（令和2年3月））

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

令和11年度までに効率的
手法導入推進基本調査を
110地区で実施し、効率的
な地籍調査手法の導入推
進を図る。

国が効率的な調査手法に
より地籍調査の基礎となる
情報の整備を行った地区
数

成果実績 地区数 - - - - -

目標値 地区数 - - - - 110

達成度 ％ - - - - -

目標値 市区町村数 - - - - 172

達成度 ％ 86 97 106 - -

中間目標 目標最終年度

- 年度 11 年度

計 179 200

中間目標 目標最終年度

- 年度 1 年度

成果実績 市区町村数 148 166 182 - -

歳出予算目 2年度当初予算 3年度要求 主な増減理由

測量庁費 179 200

- - -

- - -

- - -

- - -

執行額 198 183 159

執行率（％） 50% 97% 84%

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

51% 92% 114%

翌年度へ繰越し ▲ 91 ▲ 103 ▲ 53 -

予備費等 - - - -

計 395 188 190 532 200

当初予算 390 200 140 179 200

補正予算 - - - 300

前年度から繰越し 96 91 103 53 -

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国土調査法第２条第１項

関係する
計画、通知等

国土調査事業十箇年計画（R2.5.26閣議決定）

主要政策・施策 国土強靱化施策 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

令和元年度末時点の地籍調査進捗率は約52％にとどまっており、地籍調査の促進が必要な状況。本事業では、地籍調査の基礎となる情報を国が整備し、
その成果を市町村等に提供することで地籍調査の促進を図っている。令和２年度からは、事業の目的・内容を発展させ、国が効率的な調査手法により地籍
調査の基礎となる情報を整備し、当該手法の活用事例を蓄積・普及させることで、市町村等における効率的な地籍調査手法の導入推進を図り、地籍調査を
円滑化・迅速化することを目的としている。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

本事業は、市町村等による地籍調査の基礎となる土地の境界に関する基礎的情報を整備するものであり、令和元年度までは目的に応じて以下①、②の2
事業、令和２年度から以下③の1事業を実施している。
　①都市部官民境界基本調査：都市部において、官民の境界情報（道路等の官有地と民有地の境界情報）を整備する基本調査
　②山村境界基本調査：山村部において、リモートセンシングデータを活用して広域的に土地境界の基礎情報を整備する基本調査
　③効率的手法導入推進基本調査：効率的な調査手法により地籍調査の基礎となる情報を整備し、市町村等における効率的な地籍調査手法の導入推進
を図る基本調査

実施方法 直接実施、委託・請負

平成29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度要求

事業番号 0399
令和2年度行政事業レビューシート 国土交通省

事業名 基本調査 担当部局庁 不動産・建設経済局 作成責任者

事業開始年度 平成22年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室 地籍整備課 課長　佐々木明徳



政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

政
策
評
価

測
定
指
標

測
定
指
標

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
9

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位 元年度 2年度

－ 目標値 - - - -

-

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位 元年度 2年度

－

計画開始時 中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

基本調査は国土調査法に基づいて実施している。都市部では官有地と民有地の間の境界情報を整備し、山村部では、境界情報の喪失が懸念される
ため、境界情報を簡易に広範囲で保全するものである。また、令和２年度からは、効率的な調査手法により基礎的情報を整備し、当該手法の活用事
例を蓄積・普及させることで、効率的な地籍調査手法の導入推進を図るものである。これらの基本調査の成果は、後に市町村等により実施される地籍
調査の基礎情報として活用され、地籍調査を一層促進することができる。

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

目標を達成した技術開発課題の割合

中間目標 目標年度

- 年度 - 年度

実績値 ％ 96.8 96.3 96.3 - -

目標値 ％ 90 90 90 -

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

地籍調査対象面積に対する地籍調査実施地域の面積
の割合

目標値 ％ 55 56 57

活動指標及び
活動実績

（アウトプット） 国が都市部官民境界基本調査及び山村境界基本調査
を実施した市区町村数

単位当たり
コスト 基本調査の執行額／調査面積

（都市部官民境界基本調査）

単位当たり
コスト 基本調査の執行額／調査面積

（山村境界基本調査）

単位当たり
コスト 基本調査の執行額／調査面積

（効率的手法導入推進基本調査）

算出根拠

算出根拠

活動指標

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

- -

達成度 ％ - - - - -

計画開始時 中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

成果実績 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

取組
事項

分野： -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

90

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

政策 １１　　ICTの利活用及び技術研究開発の推進

施策 ４１　　技術研究開発を推進する

- 57

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

施策 ３４　地籍の整備等の国土調査を推進する

中間目標 目標年度

- 年度 1 年度

実績値 ％ 52 52 52 - 52

算出根拠 単位 平成29年度 30年度 令和元年度 2年度活動見込

単位当たり
コスト

百万円/㎢ - - - 6

計算式 百万円/㎢ - - - 532/88

単位 平成29年度 30年度 令和元年度 2年度活動見込

単位当たり
コスト

百万円/㎢ 5 3 3 -

計算式 百万円/㎢ 24/5 73/23 52/17 -

単位 平成29年度 30年度 令和元年度 2年度活動見込

単位当たり
コスト

百万円/k㎡ 16 16 21 -

計算式 百万円/k㎡ 158/10 110/7 107/5 -

単位 平成29年度 30年度 令和元年度
2年度

活動見込
3年度

活動見込

活動実績 市区町村数 26 14 12 - -

当初見込み 市区町村数 33 24 14 29 -



国
費
投
入
の
必
要
性

一般競争入札により適切に行われている。
一者応札については、地籍調査等の実績を持つ業者が少な
い地域で、他業務を重要視していることによると考えられる
が、参加資格の地域要件を県から地方ブロックに広げるな
ど、広く一般に対し募集をかけており、競争性は確保されて
いる。

事
業
の
有
効
性

事
業
の
効
率
性

関
連
事
業

-

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

令和元年度末時点の成果実績は、成果目標の約106%となっ
ている。基本調査は後続の地籍調査に活用されるものであ
り、また、地籍調査完了前であっても、被災後のライフライン
等の迅速な復旧・復興に活用しうるものである。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
基本調査に代わる他の手段、方法等はない。なお、民間事
業者とのコスト比較をすると、低コストで実施できていると考
えている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 実施市区町村数は概ね見込みどおりの進捗となっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
基本調査の成果は、後の地籍調査で活用されるものである。
また、地籍調査完了前であっても、当該成果は被災後の迅
速な復旧・復興等に活用されうるものである。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

所管府省名 事業番号 事業名

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
基本調査の費用の算出に当たっては、地籍調査の実施状況
を参考にしつつ、実勢を考慮して行っており、単位当たりのコ
スト等は妥当であると考えている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
地籍調査の実施予定地域や南海トラフ地震津波浸水想定地
域、地震の被災地域等といった真に必要な地域において実
施している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
基本調査の効率化を促進するため、リモートセンシングデー
タ活用等の効率的な調査手法の導入を行っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

地籍調査の着手・再開に向けた促進策として、また、地籍調
査完了前であっても、南海トラフ地震津波浸水想定地域等で
災害への備えとして活用することも可能であるなど、社会の
必要性に応えている。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

自治体は、本事業で行う効率的な調査手法についての知
識・経験及び実績がないため、自治体が当該手法を導入す
るためには当該手法に関する知見を持つ国による実施とす
るのが妥当である。また、民間団体等には、自主的に土地の
境界情報の整備等を行うインセンティブが無いため、委ねる
ことは出来ない。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

地籍調査の推進を図るためには、効率的な調査手法の導入
による地籍調査の迅速化・円滑化が必要不可欠であり、ま
た、地籍調査の着手・再開に向けた促進策として、さらに、地
籍調査完了前であっても、南海トラフ地震津波浸水想定地域
等で災害への備えとして活用することも可能であるなど、政
策目的の達成手段として適切であると考えている。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。 ‐ -

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

点
検
・
改
善
結
果

国土交通省
159百万円

A.地方整備局（4局）
97百万円

B.民間企業等（10社）
97百万円

Ｃ.民間企業等（4社）
62百万円

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

【その他】 【一般競争契約（最低価格）】

【一般競争契約（最低価格）】

平成26年度 333 平成27年度 347 平成28年度 364 平成29年度 352

平成30年度 362

平成31年度 国土交通省 0366

点検結果
成果目標に対して成果実績は着実に進捗している。基本調査は、南海トラフ地震の津波浸水想定地域や土砂災害警戒区域等の早急な地籍調
査が必要な地域において、主要な境界情報を整備・保全するなど必要性の高い事業であると考えている。今後、令和２年度から着手する効率
的手法導入推進基本調査により、引き続き基本調査を推進していく必要がある。

改善の
方向性

基本調査の推進に当たっては、令和２年度から効率的手法導入推進基本調査に名称変更し、リモートセンシングデータや民間測量成果、公物
管理者が保有する情報等を活用した効率的な地籍調査手法の蓄積及び普及を重ね、市町村等における効率的な地籍調査手法の導入促進を
図る。

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

令和２年度からの事業の目的の変更に対応して、成果目標については、効率的な地籍調査手法の実施市町村数とするなど事業目的に合ったもの
への見直しを検討すべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

執
行
等
改

善 令和２年度の実績を踏まえつつ、本事業の目的を達成するための適切な成果目標を設定し、効率的な調査手法の市町村への導入推進を図る。

備考

平成29年度財務省予算執行調査において、「基本調査が地籍調査に結び付いた地区が半分にも満たない状況を踏まえ、国土交通省は予算の必要性を根本から
見直し、地籍調査が確実に行われる箇所への厳格な重点化を行うべき。」との指摘があったことを受け、「国土交通省において、基本調査を新規に実施する箇所
及び実施したものの後続の地籍調査が未着手の箇所については、「基本調査実施地区における地籍調査実施プラン」を作成させるとともに、原則、一定期間経過
後、地籍調査の未着手箇所を有する都道府県に対して地籍調査費負担金の予算配分の減額措置を行うこととする。また、基本調査の実施にあたっては、都市部
において筆数が多く困難度が高い地域に絞り込むなど重点化を行うこととする。」とした。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年度 132 平成23年度 128 平成24年度 128 平成25年度 344

山村境界の調査、境界情報

の保全や補助基準点の設置

都市部官民境界基本調査

地籍調査を推進するための

各種事業の実施、予算の示

達

官民境界の調査、境界情報

の保全や補助基準点の設置



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

計 16 計 0

諸経費 諸経費 6

計 46 計 22

C.株式会社パスコ D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

直接測量費
人件費（測量主任技師、測量技師等）、機
械経費等

10

諸経費 諸経費 8

検定費 検定費 1

A.中部地方整備局 B.（株）信榮企画

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

測量庁費 都市部官民境界基本調査 46 人件費 測量主任技師、測量技師等 13



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

1

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

7
（公社）全国国土調
査協会

6010005003132 監督補助業務 3
一般競争契約
（最低価格）

1 84.2％

5
（公社）全国国土調
査協会

6010005003132
積算基準書（案）等作成業
務

7
一般競争契約
（最低価格）

1 91％ -

6
（公社）全国国土調
査協会

6010005003132 監督補助業務 3
一般競争契約
（最低価格）

1 90％

3 （株）日豊 7020001068276
山村境界基本調査に関す
る業務

10
一般競争契約
（最低価格）

3 67.6％ -

4
（公社）全国国土調
査協会

6010005003132 監督補助業務 8
一般競争契約
（最低価格）

1 96.5％ -

1 株式会社パスコ 5013201004656
山村境界基本調査に関す
る業務

16
一般競争契約
（最低価格）

3 49％ -

2 アジア航測株式会社 6011101000700
山村境界基本調査に関す
る業務

13
一般競争契約
（最低価格）

2 71.5％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

10
（有）富士測量事務
所

1021002059468
都市部における官民境界
の基礎的な境界情報の調
査

4
一般競争契約
（最低価格）

20 72.9％

8 （株）日豊 7020001068276
都市部における官民境界
の基礎的な境界情報の調
査

5
一般競争契約
（最低価格）

6 70.9％

9 （株）日豊 7020001068276
都市部における官民境界
の基礎的な境界情報の調
査

4
一般競争契約
（最低価格）

5 46.3％

6
（株）松本コンサルタ
ント

4480001002274
都市部における官民境界
の基礎的な境界情報の調
査

7
一般競争契約
（最低価格）

1 78.4％

7 株式会社共栄テック 3120901006163
都市部における官民境界
の基礎的な境界情報の調
査

6
一般競争契約
（最低価格）

1 89.2％

4 （株）青秋 8420001006021
都市部における官民境界
の基礎的な境界情報の調
査

10
一般競争契約
（最低価格）

5 50.5％

5
（株）湘南ウィステリ
ア

5021002008636
都市部における官民境界
の基礎的な境界情報の調
査

7
一般競争契約
（最低価格）

20 78.1％

2 昭和（株） 6011501002206
都市部における官民境界
の基礎的な境界情報の調
査

17
一般競争契約
（最低価格）

14 97.4％ -

3
新和技術コンサルタ
ント（株）

3340001005358
都市部における官民境界
の基礎的な境界情報の調
査

11
一般競争契約
（最低価格）

6 40.6％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 （株）信榮企画 8190001001327
都市部における官民境界
の基礎的な境界情報の調
査

22
一般競争契約
（最低価格）

5 74.5％ -

3 近畿地方整備局 - 都市部官民境界基本調査 10 その他 - - -

4 四国地方整備局 - 都市部官民境界基本調査 6 その他 - - -

1 中部地方整備局 - 都市部官民境界基本調査 46 その他 - - -

2 関東地方整備局 - 都市部官民境界基本調査 33 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

事業量の増加等に伴う増

一定程度地籍が明確化さ
れる土地改良事業等を除
く、国土調査法第19条5項
指定面積

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土調査法第19条5項の指定状況（国土交通省不動産・建設経済局調べ）

予算
の状
況

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

国土調査法第19条5項の
土地改良事業等を除く指定
面積を第5次国土調査事業
十箇年計画期間中の面積
（139㎢）と同等以上とす
る。

一定程度地籍が明確化さ
れる土地改良事業等を除
く、国土調査法第19条5項
指定面積

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土調査法第19条5項の指定状況（国土交通省不動産・建設経済局調べ）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

国土調査法第19条5項の
土地改良事業等を除く指定
面積を第6次国土調査事業
十箇年計画期間中の面積
（127㎢）と同等以上とす
る。 - - -

達成度 ％ 78 87 91 - -

中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

成果実績 k㎡ - - - - -

目標値 k㎡ - - - - -

達成度 ％ - -

中間目標 目標最終年度

- 年度 1 年度

成果実績 k㎡ 109 121 127 - -

目標値 k㎡ - - - - 139

測量庁費 15 24

- - -

- - -

計 138 158

執行率（％） 97% 87% 97%

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

98% 81% 104%

歳出予算目 2年度当初予算 3年度要求 主な増減理由

地籍整備推進調査費補助
金

123 133

予備費等 - - - -

計 126 139 148 138 158

執行額 122 121 143

補正予算 - - - -

前年度から繰越し 2 - 10 - -

翌年度へ繰越し - ▲ 10 - -

国土強靱化施策 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

近年、社会資本整備や被災後の復旧・復興事業、民間都市開発等における地籍整備の重要性が再認識されているが、全国における地籍調査の進捗率は
約52％（令和元年度末現在）に留まっており、早期の地籍整備が求められているところ。しかしながら、市町村等による地籍調査のみでは、早期の地籍整備
が困難であるため、本事業では、地方公共団体や民間事業者等が実施する地籍調査以外の測量等の成果を積極的に活用したより効率的な地籍整備を推
進することを目的としている。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

本事業では、地籍調査以外の測量成果を活用した効率的な地籍整備を推進するため、民間事業者等を対象とした補助金の交付や地籍調査に関連する普
及啓発等を実施している。国土調査法第19条第5項では、地籍調査以外の測量成果について、所定の精度・正確さを有するときは、地籍調査の成果と同一
の効果があるものとして指定できることが定められている。この制度に基づき、国では地籍調査以外の測量成果を活用した地籍整備を推進することとしてお
り、特に地籍調査の進捗が遅れている都市部においては、平成22年度から都市計画区域内等における地籍調査以外の測量成果を対象として、国が必要
な助成を行い、地方公共団体及び民間事業者等が行った測量成果を地籍整備に活用することとしている（調査実施主体別の補助率は、地方公共団体：調
査・測量に要する費用の1/2以内、民間事業者等：調査・測量に要する費用の1/3以内）。

実施方法 委託・請負、補助

平成29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度要求

当初予算 124 149 138 138 158

事業番号 0400
令和2年度行政事業レビューシート 国土交通省

事業名 地籍整備推進 担当部局庁 不動産・建設経済局 作成責任者

事業開始年度 平成22年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室 地籍整備課 課長　佐々木明徳

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国土調査法第１９条第５項

関係する
計画、通知等

国土調査事業十箇年計画（R2.5.26閣議決定）

主要政策・施策
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ＫＰＩ
（第二階層）

単位 元年度 2年度

- 目標値 - - - -
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P
I

(
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層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位 元年度 2年度

-

計画開始時 中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

国土調査法第19条第5項では、地籍調査以外の測量成果について、所定の精度・正確さを有するときは、地籍調査の成果と同一の効果があるものと
して指定できることが定められている。この仕組みを活用して地方公共団体や民間事業者等が実施する地籍調査以外の測量成果についても、積極
的に活用することにより、地籍調査と併せて地籍整備を一層促進することができる。

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

地籍調査対象面積に対する地籍調査実施地域の面積
の割合

目標値 ％ 55 56 57

活動指標及び
活動実績

（アウトプット） 地籍整備推進調査費補助金の交付決定件数

単位当たり
コスト 地籍整備推進調査費補助金の執行額／調査面積

算出根拠

活動指標

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
近年、地籍調査の有用性が再認識されている中、地籍調査
以外の測量成果を活用して効率的に地籍整備を進めていく
ことは社会のニーズを反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

特に地籍調査の進捗が遅れている都市部において地籍整
備を推進する必要があるが、単位当たりの筆数が多く、権利
関係が複雑な都市部では現地調査や測量に係る費用が嵩
むことから、地籍調査以外の測量に対して助成し、地籍調査
と同等の成果とすることの政策的効果は高い。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
厳しい財政事情の中では、地籍調査以外の測量成果を積極
的に活用することが効率的であり、必要な事業である。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

- -

達成度 ％ - - - - -

計画開始時 中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

成果実績 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

取組
事項

分野： -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

- 57

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

施策 ３４　地籍の整備等の国土調査を推進する

中間目標 目標年度

- 年度 1 年度

実績値 ％ 52 52 52 - 52

単位 平成29年度 30年度 令和元年度 2年度活動見込

単位当たり
コスト

百万円/k㎡ 33 25.5 28.5 36.2

計算式 百万円/k㎡ 89/2.7 102/4.0 114/4.0 123/3.4

単位 平成29年度 30年度 令和元年度
2年度

活動見込
3年度

活動見込

活動実績 件 45 55 49 - -

当初見込み 件 49 61 47 43 50



補助対象の選定に当たっては、公募により受託者を募り、地
籍整備推進調査の内容等が適切であるかを十分に審査した
上で行っており、妥当であると考えている。
また、普及啓発等に関する業務を発注する際には会計法第
29条の３第１項に基づき公告を行い、競争性は確保されてい
る。

事
業
の
有
効
性

点
検
・
改
善
結
果

事
業
の
効
率
性

関
連
事
業

-

点検結果
成果目標に対して順調に進捗しており、地籍調査以外の測量成果活用の促進に当該事業が効果的に機能していると考えている。効率的に地
籍整備を進めていくことは極めて有用な取組であるので、今後も都市部における地籍整備の推進を目的とした補助制度を活用し、地域におけ
る地籍整備の状況に合わせた取組を進めていく必要がある。

改善の
方向性

令和２年度を始期とする第７次国土調査事業十箇年計画に基づき、地籍調査以外の測量成果の活用を一層促進するため、関係者と調整を行
いながら地方公共団体・民間事業者等が指定申請する際の現状、課題、対処方針を整理し、指定件数の増加を図るなど、19条５項指定制度の
さらなる活用促進を図る。また、令和２年３月の国土調査法等の改正により導入された、地籍調査の円滑化・迅速化のための新制度・新手法を
積極的に普及していく。

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

これまで指定の件数が低調である地方公共団体がないか検証を行い、積極的な働きかけ・周知を行うこと。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

執
行
等
改

善
地方公共団体に対して、令和２年の法改正で導入された代行申請の仕組みを含めた19条５項指定制度の周知や活用の働きかけを、各種会議、
講習会等の機会を捉えて積極的に実施することにより、当該制度の更なる活用を図る。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
令和元年度末時点の成果実績は成果目標の約91%の進捗
であり、成果目標に見合ったものとなっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
過年度の実績からは、既測量成果の活用により低コストで地
籍整備を実施できており、効果的であると考えている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 活動実績は概ね見込みに見合ったものとなっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

国土調査法第19条第5項に基づく指定の成果は登記所に備
え付けられるため、それを活用することにより、社会資本整
備の円滑化や被災後の迅速な復旧・復興、民間都市開発の
推進等に貢献し、極めて有用である。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

所管府省名 事業番号 事業名

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
補助限度額は過年度の実績を考慮して設定しており、単位
当たりコスト等の水準は妥当であると認識している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
国土調査法第19条第5項の指定申請に必要となる補助等を
実施しており、事業目的に即して必要なものに限定してい
る。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
国土調査法第19条第5項の指定申請を促進するため、各種
会議での周知や手引き作成等の普及啓発の強化に取り組
むほか、指定手続期間の短縮などに取り組んでいる。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。 ‐ -



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成26年度 333 平成27年度 348 平成28年度 365 平成29年度 353

平成30年度 363

平成31年度 国土交通省 0367

備考

｢地籍整備の推進に関する政策評価｣の結果に基づく勧告（令和元年12月6日）において、「国土調査法第19条第５項の規定に基づく国土調査の成果の活用実績
に係る検証」を求められるとともに、令和２年度財務省予算執行調査において、「自治体による当該成果（民間測量成果）の把握を可能にする新たな仕組みを構築
するための検討を早急に進めるべき。」「自治体が国土調査法第19条第５項の指定申請を代行する（中略）新たな仕組みの活用が図られるよう自治体へ向けた周
知を徹底すべき。」等の指摘があったところ。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年度 132 平成23年度 128 平成24年度 128 平成25年度 344

国土交通省
143百万円

【補助金等交付】

A.都道府県、市町村、民間団体
（37団体）
123百万円

【一般競争契約（最低価格）】

B.（公社）全国国土調査協会（1団体）
15百万円

【一般競争契約（最低価格）】

C.民間企業（1社）
4百万円

地籍整備を推進するための各種事

業の実施

地籍整備推進のための調査・検討

等

地籍調査以外の測量成果等の活用

による地籍整備の推進

地籍整備推進のための調査・検討等



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社きもと 2011701018906

都市再生街区基本調査及
び都市部官民協会基本調
査の成果の提供システム
の運営業務

4
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1
（公社）全国国土調
査協会

6010005003132 地籍整備支援資料作成 8
一般競争契約
（最低価格）

4 - -

2
（公社）全国国土調
査協会

6010005003132
専門家派遣による地籍業
務支援

7
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

10 埼玉県熊谷市 3000020112020
地籍整備推進調査費補助
金

3 補助金等交付 - - -

8 埼玉県東松山市 4000020112127
地籍整備推進調査費補助
金

4 補助金等交付 - - -

9 東京都三鷹市 8000020132047
地籍整備推進調査費補助
金

4 補助金等交付 - - -

6 埼玉県川口市 2000020112038
地籍整備推進調査費補助
金

5 補助金等交付 - - -

7 神奈川県相模原市 1000020141500
地籍整備推進調査費補助
金

4 補助金等交付 - - -

4 東京都町田市 6000020132098
地籍整備推進調査費補助
金

8 補助金等交付 - - -

5 新潟県上越市 9000020152226
地籍整備推進調査費補助
金

5 補助金等交付 - - -

2 三重県津市 7000020242012
地籍整備推進調査費補助
金

15 補助金等交付 - - -

3
桶川市上日出谷南
特定土地区画整理
組合

2700150017127
地籍整備推進調査費補助
金

9 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 東京都青梅市 8000020132055
地籍整備推進調査費補助
金

21 補助金等交付 - - -

計 4 計 0

C.株式会社きもと D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 主任技師、技師等 2

諸経費 諸経費 2

計 21 計 15

業務費 謝金、旅費 4

A.東京都青梅市 B.（公社）全国国土調査協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

補助金 地籍調査以外の測量に要する経費の補助 21 諸経費 諸経費 6

人件費 主任技師、技師等 5



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 -



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット） 国が四等三角点等を設置及び改測した市町村数

活動指標

予算
の状
況

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

平成27年度に導入された
電子基準点を用いた測量
手法の市町村における採
用率を令和元年度までに
100％とする。

地籍調査における測量作
業（地籍図根三角測量）を
実施した市町村のうち、電
子基準点を用いた測量手
法を採用した市町村の割
合
（電子基準点を用いた測量
を実施した市町村数/地籍
図根三角測量実施市町村
数）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
市町村による地籍調査における測量作業の状況（国土交通省土地・建設産業局調べ（令和２年４月））

単位 平成29年度 30年度 令和元年度
2年度

活動見込
3年度

活動見込

活動実績 市町村数 10 31 19 - -

当初見込み 市町村数 10 31 14 23 -

目標値 ％ 80 90 100 - 100

達成度 ％ 94 92 92 - -

計 56 56

中間目標 目標最終年度

- 年度 1 年度

成果実績 ％ 94 92 92 - -

歳出予算目 2年度当初予算 3年度要求 主な増減理由

測量庁費 54 54

職員旅費 2 2

- - -

- - -

- - -

執行額 52 58 37

執行率（％） 84% 94% 86%

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

84% 94% 86%

翌年度へ繰越し - - - -

予備費等 - - - -

計 62 62 43 56 56

当初予算 62 62 43 56 56

補正予算 - - - -

前年度から繰越し - - - - -

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国土調査法第２条第１項

関係する
計画、通知等

国土調査事業十箇年計画（R2.5.26閣議決定）
基準点測量基礎計画（昭和27年総理府令第52号）

主要政策・施策 国土強靱化施策 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

地籍調査において土地の一筆毎の境界を測量し、正確な位置や面積を求めるためには、正確な座標値を有する国家基準点（電子基準点、一等～四等三
角点）に基づいて測量を実施する必要がある。このため、本事業では、国家基準点を用いた適切な測量手法についての指導等を実施するほか、国家基準
点が不足し地籍調査の実施が困難な地域を対象に四等三角点等の設置又は再測量（改測）を実施し、市町村等による円滑かつ正確な地籍調査の実施に
努める。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

翌年度に地籍調査の実施を予定している地域のうち、国家基準点が不足しており、地籍調査の実施が困難な地域について、地籍調査の実施主体である市
町村等の要望を踏まえた上で、国（国土地理院）が設置点数や設置場所を精査し、四等三角点等を設置する。また、地殻変動等により四等三角点等の位
置がズレてしまったことで、地籍調査の実施が困難となっている地域においては、四等三角点等の改測を実施し、地殻変動後の正確な位置情報を提供す
る。
なお、平成27年度より国土地理院が管理している電子基準点のみを与点とするＧＮＳＳ測量手法（以下「電子基準点を用いた測量手法」という。）を地籍調査
に導入し、新たな四等三角点等を設置することなく、地籍調査を実施することが可能となったため、市町村等に対し、当該手法の指導等を実施し、より効率
的な地籍調査の実施を推進している。

実施方法 直接実施、委託・請負

平成29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度要求

事業番号 0401
令和2年度行政事業レビューシート 国土交通省

事業名 基準点測量 担当部局庁 不動産・建設経済局 作成責任者

事業開始年度 昭和26年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室 地籍整備課 課長　佐々木明徳
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ＫＰＩ
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単位 元年度 2年度

－ 目標値 - - - -

-
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層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位 元年度 2年度

－

計画開始時 中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

地籍調査の実施主体である市町村等の要望を踏まえ、地籍調査の対象地域を中心として、通常、地籍調査を実施する前年度に国（国土地理院）が基
準点を設置・改測している。地籍調査の実施に必要な基準点を適切に整備することにより、これら事業を円滑に進めることができ、地籍整備を一層促
進することができる。

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

地籍調査対象面積に対する地籍調査実施地域の面積
の割合

目標値 ％ 55 56 57

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）
国による都道府県に対する電子基準点を用いた測量手
法に関する指導回数

単位当たり
コスト 基準点測量等の執行額／設置・改測点数

（補助基準点も含む）

算出根拠

活動指標

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

基準点測量は地籍調査の基礎的な工程であり、地籍調査の
成果は被災後の迅速な復旧・復興、円滑な社会資本整備や
まちづくりの推進等に貢献するものであることから、ニーズを
的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
国土調査法に基づき、地籍調査の基礎とするために行う基
準点の測量は、国（国土地理院）が行うことになっており、地
方自治体、民間等では実施できない。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

地籍調査の測量精度を確保するためには、調査地域の近傍
に正確な位置座標を示す基準点が必要である。本事業は、
地籍測量の基礎的な工程として実施するものであり、必要な
事業である。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

- -

達成度 ％ - - - - -

計画開始時 中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

成果実績 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

取組
事項

分野： -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

- 57

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

施策 ３４　地籍の整備等の国土調査を推進する

中間目標 目標年度

- 年度 1 年度

実績値 ％ 52 52 52 - 52

単位 平成29年度 30年度 令和元年度 2年度活動見込

単位当たり
コスト 千円 1,960 900 1,004 1,158

計算式 千円/設置
点数 52,929／27 59,441／66 37,171/37 55,621/48

単位 平成29年度 30年度 令和元年度
2年度

活動見込
3年度

活動見込

活動実績 回 43 42 36 - -

当初見込み 回 56 56 56 56 -



支出先の選定の際には、一層の透明性、競争性の確保、品
質確保を図るために総合評価落札方式を採用している。ま
た、会計法第29条の3第1項に基づき公告を行い競争性は確
保されている。

事
業
の
有
効
性

点
検
・
改
善
結
果

事
業
の
効
率
性

関
連
事
業

-

点検結果

市町村等から要望のあった地籍調査の実施予定地域において必要な基準点を設置しており、効果的な実施内容になっている。平成27年度か
らは地籍調査において電子基準点を用いた測量手法を導入しており、当該測量手法を採用できない沿岸部や離島部以外の地域では、四等三
角点を設置する必要がなくなった。このため、基準点測量による基準点の設置・改測点数は減少しているが、電子基準点を用いた測量手法の
採用が進み、より円滑な地籍調査の実施が可能となっている。

改善の
方向性

これまで電子基準点を用いた測量手法を実施できなかった沿岸部や離島部においても、技術の進歩により平成29年度から電子基準点を用い
た測量手法が導入できることとなったため、四等三角点の設置については、電子基準点が不足している地域に限定する。また、平成29年度より
四等三角点の仕様についても電子基準点と同じ機能を有した高度な四等三角点に変更し、四等三角点の設置点数を減らすことで、全体のコス
トを削減している。また、電子基準点を用いた測量手法の採用率を上げるため、都道府県や市町村に対する更なる普及啓発を実施する。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

電子基準点を用いた測量手法は平成27年度から導入した新
手法である。平成26年度末までに四等三角点等をすでに整
備していた地域では従来の手法で測量を実施しているため、
新手法の採用率が低くなっているが、四等三角点等が整備
されていない地域においては採用が進んでおり、成果目標
に見合ったものとなっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

電子基準点を用いた測量手法の普及啓発のために予定して
いた地方公共団体に対する指導については、ほぼ全て実施
しているほか、　地籍調査の実施主体である市町村等の要
望を踏まえて基準点を設置・改測しており、見込みに見合っ
たものとなっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
地籍調査の実施の際には、当該基準点を用いて土地の一筆
毎の境界の測量等が行われており、活用されている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

所管府省名 事業番号 事業名

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
測量庁費のうち光熱水料等を除くほぼすべての額を事業に
当てており、かつ同種の測量業務と比較しても同水準である
ことから妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
国土地理院による支出は、基準点設置のために各市町村と
の確認や調整を行うために必要な旅費等の経費であり、合
理的なものである。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
地籍調査の基礎とするために行う基準点の測量に必要な経
費としての支出であり、事業目的に即して真に必要なものに
限定している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
GNSS測量技術を導入することで、基準点の設置点数を削減
し、総合的なコスト縮減に努めている。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。 ‐ -



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【指名競争契約（総合評価）等】 【随意契約（少額）等】 【一般競争契約（最低価格）等】

国土地理院
37百万円

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

予算の示達等

基準点測量等の各種事業の実
施

平成26年度 334 平成27年度 349 平成28年度 366 平成29年度 354

平成30年度 364

平成31年度 国土交通省 0368

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

電子基準点を用いた測量手法を採用した市町村の割合が目標の100％未達となっており、採用が見送られた市町村の原因を検証したうえで、ピン
ポイントで効果的な普及啓発を行うことで採用率の確実な向上につなげていく必要がある。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

執
行
等
改

善
電子基準点を用いた効率的な測量手法の導入促進に向けて、引き続き制度周知・理解を促すための取組を研修会・講習会等の機会を捉えて実
施していくとともに、導入実績等を踏まえ、手法の活用に向けて積極的に市町村への働きかけを行っていく。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年度 133 平成23年度 129 平成24年度 129 平成25年度 345

国土交通省

37百万円

A. 民間企業（8社）

21百万円
B. 民間企業等（28社）

6百万円
C. 民間企業（32社）

7百万円

［ 基準点測量等 ］ ［ 電話料等、郵便料等 ］ ［ GNSS固定点システム、ソフトウェア等 ］

基準点測量等の実施に必
要な事務費1.2百万円
・職員旅費 1.2百万円

【その他】



支出先上位１０者リスト

A.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

8 昭和株式会社 6011501002206 基準点測量等 0.9
随意契約
（少額）

1 - -

9 株式会社八州 1010601035005 基準点測量等 0.6
随意契約
（少額）

1 - -

6 株式会社大翔 5340001003112 基準点測量等 1.8
指名競争契約
（最低価格）

2 37.9％ -

7 昭和株式会社 6011501002206 基準点測量等 1.6
指名競争契約
（最低価格）

3 47.1％ -

4
株式会社松本コンサ
ルタント

4480001002274 基準点測量等 2
指名競争契約
（最低価格）

5 58.7％ -

5 株式会社セトウチ 9240001037257 基準点測量等 1.8
指名競争契約
（最低価格）

8 66.1％ -

2 株式会社神田設計 3180001025083 基準点測量等 4.5
指名競争契約
（総合評価）

7 84.7％ -

3
西部技術コンサルタ
ント株式会社

6260001003631 基準点測量等 2.1
指名競争契約
（最低価格）

6 64.5％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社中庭測量コ
ンサルタント

9010801014684 基準点測量等 6
指名競争契約
（総合評価）

5 95.6％ -

計 4.1 計 0

諸経費 交通費、宿泊費等 1.3

C.株式会社栄光エンジニアリング D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

材料費 GNSSアンテナ架台、電源装置等 2.2

人件費 技術者 0.6

計 6 計 1.4

一般管理費 手当等 0.1

その他 諸経費 2.3

機械経費 GNSS測量機、トータルステーション 0.3

旅費交通費 宿泊費、交通費（高速代、フェリー代）等 0.5

技術管理費 精度管理費、成果検定費 0.2

A.株式会社中庭測量コンサルタント B.東日本電信電話株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 測量主任技師、測量技師等 2.5 電話料等 電話料等 1.4

材料費 消耗品、ガソリン 0.1



B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

10
有限会社サトウシー
ピー

3370002016896 消耗品購入 0
随意契約
（少額）

- - -

8
ジェイテック株式会
社

5122001023905 消耗品購入 0.1
随意契約
（少額）

- - -

9
株式会社アイテック
ス

8010001073697 消耗品購入 0
随意契約
（少額）

- - -

6
株式会社ニコン・トリ
ンブル

8010801013794 ソフトウェア保守 0.2
随意契約
（その他）

- - -

7
株式会社アイクリー
ン

1380001000019 不要品廃棄 0.2
随意契約
（少額）

- - -

4 ＫＤＤＩ株式会社 9011101031552 データ通信料等 0.4
随意契約
（その他）

- - -

5
株式会社トータル・
サポート・システム

7050001004757 備品購入 0.2
随意契約
（少額）

- - -

2 株式会社マプコン 9010001101738 ソフトウェア保守 0.8
随意契約
（その他）

- - -

3
株式会社コスモソ
ニックツーワン

4050001028222 備品購入 0.7
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社栄光エンジ
ニアリング

8050001015431 GNSS固定点システム 4.1
一般競争契約
（最低価格）

1 86.6％ -

9 四国電力株式会社 9470001001933 電気料 0.1
随意契約
（その他）

- - -

10 中国電力株式会社 4240001006753 電気料 0
随意契約
（その他）

- - -

7 沖縄電力株式会社 3360001008565 電気料 0.1
随意契約
（その他）

- - -

8 九州電力株式会社 4290001007004 電気料 0.1
随意契約
（その他）

- - -

5
東京電力エナジー
パートナー株式会社

8010001166930 電気料 0.5
随意契約
（その他）

- - -

6 関西電力株式会社 3120001059632 電気料 0.1
随意契約
（その他）

- - -

3
西日本電信電話株
式会社

7120001077523 電話料等 1
随意契約
（その他）

- - -

4 日本郵便株式会社 1010001112577 郵便料 0.8
随意契約
（その他）

- - -

1
東日本電信電話株
式会社

8011101028104 電話料等 1.4
随意契約
（その他）

- - -

2
公益社団法人日本
測量協会

1010005004291 測量機器検定 1.2
随意契約
（その他）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



（ ）

事業番号 0402
令和2年度行政事業レビューシート 国土交通省

事業名 ICTを活用した地籍調査の効率化 担当部局庁 不動産・建設経済局 作成責任者

事業開始年度 平成30年度
事業終了

（予定）年度
令和元年度 担当課室 地籍整備課 課長　佐々木明徳

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国土調査法第２条第１項

関係する
計画、通知等

国土調査事業十箇年計画（R2.5.26閣議決定）

主要政策・施策 国土強靱化施策 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

　令和元年度末現在の地籍調査の進捗率は約52％に留まっており、特に都市部においては進捗が遅れている状況（約25％）にある。都市開発や事前防災
対策の推進等の観点において、地籍調査を早急に実施する必要があるため、近年進展しているICT等の新たな技術を活用し、地籍調査以外の民間測量成
果等を活用した効率的な地籍調査や官民境界の先行的な調査を実施するための環境整備を行い、都市部の地籍調査をより一層推進する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　都市部の地籍調査をより一層推進するためには、市町村等による官民境界に関する調査・測量の成果及び民間等の測量成果を有効活用し、現地立会い
や現地測量を効率化した地籍調査の手法等について検討する必要がある。このため、情報通信技術（ICT）の活用により、各種測量成果を蓄積する方法
や、民間測量成果等の重ね合わせや座標調整を行う方法の検討及び試行を行い、各種測量成果を活用して地籍調査を行う仕組みの構築を図るとともに、
この仕組みを活用した効率的な調査方法の令和２年度からの本格的な導入を目指す。

実施方法 委託・請負

平成29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度要求

当初予算 - 70 51 - -

補正予算 - - - -

前年度から繰越し - - - - -

翌年度へ繰越し - - - -

予備費等 - - - -

計 0 70 51 0 0

執行額 0 66 51

執行率（％） - 94% 100%

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 94% 100%

歳出予算目 2年度当初予算 3年度要求 主な増減理由

- - -

- - -

- - -

- - -

- - -

計 - -

中間目標 目標最終年度

- 年度 2 年度

成果実績 ％ - - - - -

目標値 ％ - - - - 100

達成度 ％ - - - - -

単位 平成29年度 30年度 令和元年度
2年度

活動見込
3年度

活動見込

活動実績 市町村 - - - - -

当初見込み 市町村 - - - 5 -

予算
の状
況

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

令和２年度から、官民境界
の先行的な調査を実施して
いる市町村全てで、本事業
で構築する仕組みを活用し
た地籍調査を実施する。
（令和２年度以降は「地籍
調査」において成果を検証
予定）

官民境界の先行的な調査
を実施している市町村のう
ち、本事業で構築する仕組
みを活用した市区町村の
割合
（本事業で構築する仕組み
を活用した市町村数/官民
境界の先行的な調査を実
施している市町村数）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
官民境界の先行的な調査を実施している市町村（国土交通省土地・建設産業局調べ（R2年2月））

活動指標及び
活動実績

（アウトプット） 官民境界情報や基準点情報の蓄積を行った市区町村
数

活動指標

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

-



単位 平成29年度 30年度 令和元年度 2年度活動見込

単位当たり
コスト 千円 - - - -

計算式 千円/市町
村 - - - -

- 57

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

施策 ３４　地籍の整備等の国土調査を推進する

中間目標 目標年度

- 年度 1 年度

実績値 ％ 52 52 52 - 52

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

取組
事項

分野： -

達成度 ％ - - - - -

- -

- -

達成度 ％ - - - - -

計画開始時 中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

成果実績 - - -

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

地籍調査は、社会資本整備の円滑化や民間都市開発の推
進等に貢献するものである。近年では被災後の復旧・復興の
迅速化などの観点から早急な地籍調査の実施が求められて
おり、その推進を目的とする本事業は国民や社会のニーズ
を的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
全国における地籍調査の標準的な手法は、国土調査法に基
づき国が定めるものであり、地方自治体や民間等に委ねるこ
とはできない。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
地籍調査を推進することで、社会資本整備や防災対策、都
市開発等の政策を円滑に進めることが可能となるため、政策
体系の中で優先度の高い事業といえる。

単位当たり
コスト

本事業で構築する仕組みの検討、試行等に要する経費
/本事業で構築する仕組みに基づき官民境界情報や基

準点情報の蓄積を行った市区町村数

算出根拠

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

地籍調査対象面積に対する地籍調査実施地域の面積
の割合

目標値 ％ 55 56 57

都市部においては19条5項指定による民間測量成果等の活用を推進しているが、個々の土地取引等で実施される測量の成果については、狭い範囲
（一筆毎）の図面であるため、19条5項指定の対象とならない。このため、本事業により、近年進展しているICT等の新たな技術を活用し、19条5項指定
対象外の民間測量成果等を活用した効率的な地籍調査を実施するための環境整備を行うことで、都市部の地籍調査をより一層推進する。

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位 元年度 2年度

-

計画開始時 中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位 元年度 2年度

- 目標値 - - - -

-

国
費
投
入
の
必
要
性

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

政
策
評
価

測
定
指
標

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
9



競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。 ‐ -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
事業費の算出に当たっては、同種業務等の実績を有する複
数者からの見積を参考にしており、単位当たりのコスト等は
妥当であると考えている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
事業目的に沿った業務を発注し、費目・使途を限定してい
る。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ‐ -

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

官民境界情報等の活用に向けた検討を進めた結果、各種情
報を蓄積する方法やこれを活用した地籍調査の進め方につ
いて結論が得られ、都市部における地籍調査の効率化に向
けた環境が整ったことから成果目標に見合ったものとなって
いる。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ‐ -

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ‐ -

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

所管府省名 事業番号 事業名

点検結果 事業の目的に沿った成果が得られており、今後はその成果を活用して地籍調査事業の効率化を図る必要がある。

改善の
方向性

得られた成果を活用し、地籍調査事業の効率化を図っていく。

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了
予
定

地籍整備を迅速に進めていくため、本調査の成果の地方公共団体への着実な普及定着を図っていくこと。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

予
定
通
り

終
了

本調査の成果を地方公共団体に周知し、市町村等が実施する地籍調査における活用を進めることで、都市部の地籍調査をより一層推進する。

一般競争入札により適切に行われている。
一者応札については、参加資格の要件を最低限必要なもの
に抑えて、複数の者が応札できる仕様にするとともに、広く一
般に対して募集をかけており、競争性は担保されている。

事
業
の
有
効
性

点
検
・
改
善
結
果

事
業
の
効
率
性

関
連
事
業

-



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度 - 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 - 平成29年度 -

平成30年度 新30－0042

平成31年度 国土交通省 0369

A.（株）長大東京支社 B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 主任技師、技師（A)等 6

諸経費 その他原価、一般管理費等 8

計 14 計 0

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

国土交通省

51百万円

ICTを活用した効率的な地籍調

査手法の検討等

地籍調査の効率化

のための仕組みの

構築

A. 民間企業（5社）

51百万円

【一般競争契約（最低価格）】



支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 （株）長大　東京支社 5010001050435
官民境界等先行調査等の
実施状況を把握するため
のツールの改修

14
一般競争契約
（最低価格）

1 90.9％ －

2 （株）八州 1010601035005
各種測量成果を活用する
方法等の検討及び試行

12
一般競争契約
（最低価格）

1 82.9％ －

3
（株）松本コンサルタ
ント

4480001002274
各種測量成果を活用する
方法等の検討及び試行

11
一般競争契約
（最低価格）

3 82.1％ －

4
（株）松本コンサルタ
ント

4480001002274
各種測量成果を蓄積等す
るツール作成

8
一般競争契約
（最低価格）

3 97.2％ －

5
（株）松本コンサルタ
ント

4480001002274
官民境界等先行調査等の
実施データの分析

6
一般競争契約
（最低価格）

1 89.4％ －

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1


